
様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人 (8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所に置かれる専任の技術者

建設業法第15条第2号
について変更があったので届出をします。

香川県高松市番町○丁目○番○号
○○建設株式会社

殿

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ６

般
－ ）

変　更　届　出　書

（第一面）
下記のとおり、

平成○○年○○月○○日

地方整備局長
北海道開発局長

香川県　知事 届出者 代表取締役　香川　太郎　　　　   　　　　　　　　　印

項 番

大臣コード

15

3

役員等の氏名 讃岐　太郎 － H28.6.1 取締役　辞任

5 10 11 13

記

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

4 月 1

3

01 号 平成 24 5

知事

3 7
国土交通大臣

6許可（ 2
知事 特

8 年 5 日第許 可 番 号 ３ ５

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内容
を記入すること。

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称 ３ ８

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

代表者又は個人
の氏名のフリガナ

３ ９

3 5 10

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０

15

3 5

20

主たる営業所の
所 在 地

４ ２

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

４ １ 都道府県名 市区町村名

3 5 10

23 25 30 35 40

3 5 6 10 15 20

郵 便 番 号 ４ ３

４ ４

3 5 10

電 話 番 号

ファックス番号　○○○－○○○－○○○○

所属等　　○○課 氏名　　○○　○○ 電話番号　○○○－○○○－○○○○

（千円）
又 は 出 資 総 額 , ,

資 本 金 額

3

3 5 10 15

法 人 番 号 ３ ６ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2

役員の辞任

2 8

変更が生じた年月日を記載してください。

（登記日ではありません。）

〈添付書類〉

・様式第１号別紙１

・商業登記簿謄本



平成　　　年　　　月　　　日

別紙一 （用紙Ａ４）

役　員　等　の　一　覧　表

役員等の氏名及び役名等

氏
フリ

名
ガナ

役　　名　　等 常勤・非常勤の別

○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

サヌキ

讃岐
ジロウ

次郎
取締役 常勤

カガワ

香川
タロウ

太郎
代表取締役 常勤

１　法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限
  る。以下「株主等」という。）について記載すること。
２　「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・非常勤の別」の欄に記載することを要しない。

フリガナを付してください。

法人の場合、次の者を記載してください。

・株式会社の取締役

・持分会社の業務を執行する社員

・委員会設置会社の執行役

・法人格のある各種組合の理事等

・顧問

・相談役

・総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている個人

※いわゆる執行役員、監査役、監事及び事務局長等は記載しません。

「常勤」とは、原則として本社、支店等におい

て、休日その他の勤務を要しない日を除き、

一定の計画のもとに、常時所定の時間中、そ

の職務に従事している者をいいます。


